
「地域共生社会」の実現
に向けた国の動き

①制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて
②地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し
③人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで

（①～③によって）

④住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

「地域共生社会」とは

各分野ごとの典型的ニーズ

高齢者
（介護保険法）

障害者
（障害者総合支援法）

子ども
（子ども・子育て支援法）

◆これまでの公的な福祉サービス

福祉施策の
充実・発展
に寄与

専門的なサービスを対象者ごとに提供
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制度が対象としない生活課題への対応

複合的な課題を抱える世帯への対応

既存の縦割りシステムに課題

ニーズの多様化・複合化

人口減少、家族・地域社会の変容

背景

現状と課題 改革の方向性

◆公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換

◆『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換

◆『ニッポン一億総活躍プラン』において「地域共生社会」の実現提唱（H28.6.2閣議決定）

◆「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置（H28.7.15）
「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」とりまとめ（H29.2.7）

生活困窮者
（生活困窮者自立支援法）

◆地域力強化検討会の設置（H28.10.4）
「地域力強化検討会 最終とりまとめ」（H29.9.12）

◆改正社会福祉法施行（H30.4.1）

◆地域共生社会推進検討会の設置（R1.5.16）
「地域共生社会推進検討会」最終とりまとめ（R1.12.26）

◆改正社会福祉法施行（R3.4.1）

「地域共生社会」の実現に向けた国の取組み状況

社会福祉法改正

◆H30.4.1施行
（１）「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を規定（第4条第2項の追加）

・住民や福祉関係者が、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な「地域生
活課題」を把握し、関係機関と連携してその解決を図ることを目指す

（２）包括的な支援体制の整備（第106条の3の追加）
①住民が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みることができる環境の整備
②住民が地域生活課題に関する相談を包括的に受け止めることができる体制の整備

③多機関の協働による包括的な相談支援体制の構築

（３）地域福祉計画の充実（第107条の改正）
・市町村が地域福祉計画を策定するよう努めるとともに、福祉の各分野における共通事項

を定め、上位計画として位置付ける

※法律の公布後３年を目途として、（２）の体制を全国的に整備するための方策について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨の附則を置く

◆R3.4.1施行

（１）地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の
包括的な支援体制の構築の支援（第106条の４～11の追加）

①市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、以下のⅠ～Ⅲを一体的に
実施する事業（重層的支援体制整備事業）を創設

Ⅰ 相談支援：属性を問わない相談支援、多機関協働による支援、アウトリーチ支援
Ⅱ 参加支援：社会とのつながりを回復する支援（就労支援、見守り等居住支援など）
Ⅲ 地域づくりに向けた支援：地域における多世代の交流や多様な活躍の場を確保

する地域づくりに向けた支援

②新たな事業を実施する市町村に対して、関連事業に係る補助等について一体的な執
行を行うことができるよう、交付金を交付
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